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2024 年度の増収増益企業は 2349 社で全体の 25.7%にのぼった。業種別では「建設業」が

最多の 1182 社を占め、大手企業の設備投資需要が業績を下支えし、5 社に 1 社が 10%以上

の増収増益を達成した。一方で、都道府県別の出現率は 46 位と、低い水準にとどまった。 
 

 

※増収増益企業とは 

  企業概要ファイル「COSMOS2」（150 万社収録）の中から、2025 年 9 月時点で 2024 年度（2024 年 4 月期～2025 年 3 月期）の決算数

値が判明した 9155 社を対象に、年売上高、当期純利益ともに 1％以上増加した「増収増益企業」（赤字企業除く）を抽出  

※出現率  

  算出対象の 9155 社を母数としたときの増収増益企業数の割合  
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宮城県・「増収増益企業」分析調査（2024 年度） 

2024 年度の増収増益企業は 2349 社 

2024 年度は、一部自動車メーカーの認証不正問題や能登半島地震の影響といった特殊要因が重なっ

たものの、賃上げや堅調な夏のボーナスに加え、定額減税による可処分所得の押し上げもあり、個人消費

の回復が景気を下支えした。日経平均株価や平均賃上げ率のニュース紙面を“過去最高”の文字がにぎわ

せたことは記憶に新しい。一方で、景気の下押し要因として、原油・素材価格の高騰、人手不足、物価上昇、

円安、金利上昇などのキーワードが強く意識された年でもあった。 

帝国データバンク仙台支店では、日本経済の正常化へ向けたポストコロナ時代の歩みをひもとくため、

2024 年度宮城県の「増収増益企業」の分析調査を行った。 

2024 年度宮城県の増収増益企業は、分析対象の 9155 社（※2025 年 9 月時点）のうち 25.7%（全

国３２.２%）にあたる 2349 社であった。うち、売上・利益ともに 10%以上増加している企業（以下、伸び率

10%以上企業）は、全体の 16.8%（同２０.５%）となった。 

県内の増収増益企業を売上規模別にみると、企業数では「1～5 億円未満」が最も多く 933 社であった。

以下、「1 億円未満」（752 社）、「10～50 億円未満」（292 社）、「5～10 億円未満」（256 社）の順となっ

た。出現率※では「1000 億円以上」が 41.2%でトップ、「100～1000 億円未満」が 39.6%、「50～100

億円未満」が 34.8%と、売上規模が大きいほど増収増益企業の出現率が高い傾向にあることがわかった。

一方で、伸び率 10%以上企業の出現率は「1～5 億円未満」と「5～10 億円未満」が最も高い 18.6%、次

いで「１０００億円以上」の１７．６％となった。 

全国と比較すると売上規模別の出現率は、すべてのセグメントで下回っている。特に伸び率１０％以上の

割合は、「１０～５0 億円未満」「50～100 億円未満」の出現率の乖離が相対的に大きく、県外資本の活用

も含めた事業展開や新市場進出など環境変化に柔軟に対応できる中堅企業の創出が待たれる。 

売上規模別  増収増益企業数・出現率  

  

 

※出現率…同セグメント内の全企業に占める増収増益企業の割合 

売上規模別 増収増益企業数 
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宮城県・「増収増益企業」分析調査（2024 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「建設業」が増収増益企業をけん引 

増収増益企業を業種大分類別に社数でみると、「建設業」が 1182 社と最も多く、伸び率 10%以上企業

は 907 社であった。公共工事が漸減傾向にあるなか、大手企業の設備投資による大型案件が企業業績を

下支えした。次いで「サービス業」が 406 社（伸び率 10%以上企業 230 社）、「卸売業」が 216 社（同 105

社）で続いた。 

業種大分類別の出現率トップは、「運輸・通信業」で 31.8%となり、「不動産業」が 28.1%と続いた。伸

び率 10%以上企業の出現率は「建設業」が 18.9%と最も高く、次いで「不動産業」が 17.7%であった。 

なお、全国の出現率トップも「運輸・通信業」で 37.4%となった。 

業種大分類別  増収増益企業数・出現率  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

売上規模別 増収増益企業出現率 

業種大分類別 増収増益企業数 
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宮城県・「増収増益企業」分析調査（2024 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伸び率 10%以上の出現率の上位 5 業種を業種 51 分類（※TDB 景気動向調査の業種区分に準ずる）

別にみると、1 位は「一般機械器具製造業」が 2４.3%、2位は「専門サービス業」が 21.8%、「設備工事業」

が２１．２％で続き、「職別工事業」も 18.1％で 5 位に入った。民間の設備投資を中心とした建設需要により、

設計事務所や測量業など建設関連の専門サービス業も恩恵を受ける結果となった。また、コメをはじめとし

た農作物の価格上昇により「農業・林業・漁業」が 20.3%で 4 位につけた。一方で、下位 5 業種をみると、

最下位は値上げの難しい「医療業」7.4％となり、次いで「飲食料品小売業」8.3%、「金融・保険業」8.5%、

「その他の卸売業」9.7%、「その他の小売業」10.9％と続き、業種間での成長格差が浮き彫りとなった。 

業種 51 分類別  伸び率 10%以上企業の出現率  上位／下位 5 業種  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業種大分類別 増収増益企業出現率 

業種 51 分類別 出現率上位 5 業種 
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増収増益企業の出現率、「宮城県」は 47 都道府県中 46 位 

都道府県別にみると、増収増益企業全体の出現率は「石川県」が 36.9%（1742 社）と最も高く、「沖縄

県」が 35.3%（1700 社）、「東京都」が 34.5%（2 万 4535 社）と続いた。「宮城県」は 25.7%で、「山形

県」（25.6%）に次ぐ、47 都道府県中 46 位であった。 

伸び率 10%以上企業では、「石川県」「沖縄県」が各 24.9%で最多、「宮城県」（16.8%）は同 44 位で

あった。石川・沖縄が好調の一方で、東北・山陰地方の苦戦が浮かび上がった。 

都道府県別  増収増益企業数・出現率  

  

業種 51 分類別 出現率下位 5 業種 
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宮城県・「増収増益企業」分析調査（2024 年度） 

まとめ 

2024 年度は、日経平均株価や平均賃上げ率が過去最高を記録するなど、明るい兆しが見られた一方

で、原油・素材価格の高騰、人手不足、物価上昇、円安、金利上昇といった課題が浮上し、多くの中小企業

が持続的な成長を模索する局面に立たされた年でもあった。 

本調査の結果、2024 年度宮城県の増収増益企業は 2349 社、出現率は 25.7%となり、建設業を中

心に、大手企業の設備投資需要が業績を下支えした。 

増収増益の要因は様々だが、各府省庁における中堅及び中小企業が活用可能な施策をテコに業績を維

持向上している企業も一定数存在する。特に、国は 2024 年を「中堅企業元年」と位置づけ、国内外での事

業・投資の拡大が見込める企業の支援を本格化している。特に中小企業庁の取り組む「100 億宣言」企業

は 5 億円を上限とする「中小企業成長加速化補助金」と相まって注目度が高く、地域経済の活性化や日本

経済の競争力強化に資する企業として今後のさらなる成長が期待されている。なお、「100 億宣言」企業

1988 社（全国、11 月 17 日時点）のうち、増収増益が判明した企業は 634 社、10％以上増収企業は 355

社であった。 

対して、宮城県内に本社を置く「100 億宣言」企業は 31 社で 47 都道府県中 18 位であるものの、うち

増収増益が判明した企業は 9 社、10％以上増収企業は 3 社にとどまる。宮城県の増収増益企業の出現率

は 47 都道府県中 46 位と低位にある状況下、売上規模別にみると、特に１０億円から１００億円規模の増収

増益企業の出現率が全国に比べて低く、地域経済をけん引する企業の創出が急務といえよう。 

「TDB 景気動向調査※」をみると、景気 DI は全国下位にとどまり、苦境が目立つ。物価高騰に伴う価格

転嫁難を主要因に、近年注目を集めるクマ被害も景況感に影を落としている。一方で、2025 年度は１０月

の知事選を現職の村井氏が勝利し、政策の継続性が担保される結果となった。水面下で進んでいるとされ

る世界的企業の誘致により、半導体関連産業のさらなる集積が期待されている。起業誘致の成否のほか、

官民を挙げた取り組みによる新たな中堅企業の育成に加え、AI・DX のデジタル化を軸とした競争力強化

や民需の底上げが増収増益を実現する鍵となろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ＴＤＢ景気動向調査…国内景気の実態把握を目的として 2002 年 5 月から調査を開始している月次統計調査 
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宮城県・「増収増益企業」分析調査（2024 年度） 

参考：東北地方・「増収増益起業」分析調査  

東北地方における 2024 年度の増収増益企業は 8725 社 

東北地方における 2024 年度の増収増益企業は、分析対象の 3 万 2568 社（※2025 年 9 月時点）

のうち、26.8％にあたる 8725 社であった。うち、売上・利益ともに 10％以上増加している企業（以下、伸

び率 10％以上企業）は 5475 社で、全体の 16.8％となった。「宮城県」と同程度の水準ととどまり、全国と

比較しても伸び率 10％以上企業の出現率は 5 ポイント以上の差がある（Ｐ３上図「全国」参照）。 

 増収増益企業を売上規模別にみると、企業数では「1～5 億円未満」が最も多く 3512 社となった。以下、

「1 億円未満」が 2729 社、「10～50 億円未満」が 1109 社、「5～10 億円未満」が 1035 社の順となっ

た。出現率では「1000 億円以上」が 39.3％でトップ、「100～1000 億円未満」が 36.7％などと続いた。

一方で、伸び率 10％以上企業の出現率は「１～5 億円未満」が 18.8％で最も高い。全国と比較した売上規

模別の出現率は、宮城県と同様にすべてのセグメントで下回っている（P3 上図「全国」参照）。 

 

 

 

 

「建設業」が最多、伸び率 10％以上は農業が牽引 

 増収増益企業を業種別でみると、「建設業」が 4012 社で最も多く、伸び率１０％以上の企業は 3052 社

であった。次点は「サービス業」で 1682 社（伸び率 10％以上企業 862 社）、「製造業」が 854 社（同 461

社）、「卸売業」が 774 社（同 384 社）などと続いた。 

 また、業種内の出現率でみると、「その他」が 33.4％でトップとなった。そのうち、伸び率 10％以上企業の

割合も 21.5％でトップとなり、コメをはじめとした農作物の価格高騰により農業の業績が拡大した様子が

みられた。以下、「運輸・倉庫業」が 33.3％で続いた。 

 

（単位：社）

全体 10%以上

1億円未満 2,729 1,964

1～5億円未満 3,512 2,271

5～10億円未満 1,035 591

10～50億円未満 1,109 530

50～100億円未満 171 64

100～1000億円未満 158 51

1000億円以上 11 4

全体 8,725 5,475

増収増益

売上区分

21.5%

29.1%

31.9%

31.2%

31.5%

36.7%

39.3%

26.8%

15.5%

18.8%

18.2%

14.9%

11.8%

11.8%

14.3%

16.8%

1億円未満

1～5億円未満

5～10億円未満

10～50億円未満

50～100億円未満

100～1000億円未満

1000億円以上

全体

増収増益全体

伸び率10%以上

東北地方 売上規模別 増収増益企業数・出現率 
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宮城県・「増収増益企業」分析調査（2024 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県別の増収増益企業出現率、「秋田県」がトップ 

 県別にみると（P5 下図参照）、増収増益企業の出現率は「秋田県」が 30.2％（997 社）と最も高く、「青

森県」29.1％（1347 社）、「岩手県」が 1051 社（26.6％）などと続いた。 

 他方、伸び率 10％以上企業は「青森県」が 18.5％（857 社）、「秋田県」が 17.1％（565 社）、「福島県」

16.9％（1232 社）などの順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

東北地方 業種別 増収増益企業数・出現率 

全体 10%以上

建設業 4,012 3,052

製造業 854 461

卸売業 774 384

小売業 540 238

運輸・通信業 340 146

サービス業 1,682 862

不動産業 219 136

その他 304 196

全業種 8,725 5,475

増収増益

業種大分類

26.8%

26.8%

26.5%

26.6%

33.3%

25.2%

25.8%

33.4%

26.8%

20.4%

14.5%

13.2%

11.7%

14.3%

12.9%

16.0%

21.5%

16.8%

建設業

製造業

卸売業

小売業

運輸・通信業

サービス業

不動産業

その他

全業種

増収増益全件

伸び率10%以上

東北地方 売上規模別・業種別 増収増益企業数・出現率 

（単位：社）

件数 10％以上 件数 10％以上 件数 10％以上 件数 10％以上 件数 10％以上 件数 10％以上

1億円未満 437 314 317 231 752 562 278 175 344 238 601 444

1～5億円未満 536 360 433 273 933 630 420 253 423 255 767 500

5～10億円未満 162 87 117 63 256 156 131 69 142 81 227 135

10～50億円未満 162 74 143 59 292 143 136 60 147 69 229 125

50～100億円未満 29 12 19 6 54 20 19 6 15 3 35 17

100～1000億円未満 20 9 21 6 55 20 13 2 17 3 32 11

1000億円以上 1 1 1 0 7 3 0 0 0 0 2 0

全体 1347 857 1051 638 2349 1534 997 565 1088 649 1893 1232

件数 10％以上 件数 10％以上 件数 10％以上 件数 10％以上 件数 10％以上 件数 10％以上

建設業 615 478 482 365 1182 907 382 269 400 300 951 733

製造業 91 42 97 49 190 110 105 53 173 91 198 116

卸売業 115 67 87 40 216 105 89 48 95 41 172 83

小売業 104 49 63 25 119 60 84 33 86 32 84 39

運輸・通信業 62 22 44 17 93 39 46 22 35 19 60 27

サービス業 282 138 210 96 406 230 224 106 219 113 341 179

不動産業 27 22 17 10 94 59 19 7 15 9 47 29

その他 51 39 51 36 49 24 48 27 65 44 40 26

全業種 1347 857 1051 638 2349 1534 997 565 1088 649 1893 1232

山形県 福島県

売り上げレンジ

業種
青森県 岩手県 宮城県 秋田県

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県


